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新刊紹介
ビアソン委員会報告
大来佐武郎監訳
『開発と援助の構想」
ー
昨年10月の IMF• 世銀総会で公表された「ビアソン委員会報告書」については，その
頃の新聞の社説等でも取り上げられ，かなり高い評価がなされていた。そこで，原文を見
ようとしてしらべたところ， Praeger から 2 ドル50セントのペーパー• バックで出版され
ていることを知り，早速注文した。しかし，原著がまだ届かないうちに，すでに昨年末蒙
訳が出版された。そこで魏訳によって紹介することにしよう。 ． 
'「ピアソン委員会報告書」とは1968年8月にマクナマラ世銀総裁が，来るべき1970年代
の開発途上国の開発戦略を検討するために，カナダの前首相でノーベル平和賞の受賞者と
しても名高いレスター B.ビアソン氏に要請して設けた委員会の報告書のことである。同
委員会ほビアソン氏ほか7人の委員が，それぞれ個人の資格で参加して構成された。委員
の名前はつぎの通りである。サー・エドワード・ボイル（イギリス保守党の有力議員，元
教育相），ロベルト・デ・オリベイラ・カンボス（ブラジル・サンパウロ開発銀行総裁，経
済学者としても著名， 1958年の「ハーバラー報告書」の執筆者の1人）， C.ダグラス・ジ
ロン（アメリカ・証券会社会長，元国務次官，元財務長官として有名），ヴィルフリート・グ
ート（西ドイツ・ドイツ銀行取締役）， w.アーサー・ルイス（ジャマイカ自身，プリンス
トン大学教授，長年マンチェスター大学教授として，経済学とくに経済発展問題の著名な
学者），ロベルト• E. マルジョラン（フランス・パリ大学教授・元EEC副委員長），大来
佐武郎（日本・日本経済研究センター理事長，元経済企画庁総合計画局長として「所得倍
増計画」等を作成）。 これはまさに， 開発問題にたいする世界の良識と権威を集めたもの
といえよう。委員会は1968年11月の第1回から全部で4回開かれ，また， ビアソン氏は開
発途上国数ケ所で意見聴取も行なった。そして，その結果が「ビアソン委員会報告書」と
して最初に述べたように昨年10月の IMF• 世銀総会に提出されたのである。なお， 「ビ
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アソン委員会報告書」の正式の表題は Partnersin Development, Report of the Com-
mission on International Developmentである。
以下では， 「ピアソン委員会報告書」の内容を立ち入って紹介するとともに，それに内
在するいくつかの問題点を指摘することにしよう。
2 
「ビアソン委員会報告書」（以下「報告書」という）はその冒頭で援助の危機を強調す
る。すなわち，開発途上国にたいする援助は近年停滞気持にあり，いくつかの既開発国で
は援助の目的自体さえも問題とされているという。そこで「報告書」は「なぜ援助が必要
か」という 1節をもうけて，援助にたいする委員会の基本姿勢をあきらかにしている。こ
れはノーベル平和賞の受賞者でもあるヒ゜アソン氏のいわばコスモボリタニズムに立脚する
援助哲学を示すものとしてきわめて興味深いものといえよう。少し引用をいとわずに紹介
しよう。
「報告書」は援助の目的についてつぎのようにいっている。 「目的は，不均衡を縮小
し，不平等を取り除くことである。それは貧しい国々が工業および技術の時代に向かって
それぞれのやり方で前進することを助け，そのことによって，世界が持てるものと持たざ
るもの，恵まれたものと恵まれないものとに，ますます判然と分かたれることのないよう
にすることである」 (5ページ）。さらに，直裁につぎのようにもいっている。 「援助の目
的は，低開発国の所得水準の引上げだけにあるのではない。援助政策の基本は，長期の目．
立的発展をなしとげることにおかれなければならない」 (9ページ）。要するに，援助の目
的はたんに金銭を施すこと (alms-giving)にあるのではない。開発途上国の成長の手伝
い (givinga hand)をすることにあるのである。だから，援助というよりも経済協力と
いう方がより適切な表現であるかもしれない。 「報告書」の正式の表題が Partnersin 
Developmentとなっていることは，援助の目的についてのこのような認識を加実に物語っ
ている。このことは現在の援助政策においてはいわば自明の原理であろう。たとえば，
プレビッシュはその第2回報告書で GlobalStrategyという言葉を表題に用いている。
（新プレビッシュ報告・正井正夫訳「新しい開発戦略をもとめて」 1968年133ペー ジ）．そ
こで globalというのは，開発途上国の開発はなによりも開発途上国側の責任であるが，
しかし，これを効果的にするには既開発国の協力が必要であり，要するに世界のすべての
国にかかわる問題という意味からである。しかし，次の項で紹介する援助の勧告はこの観
点からなされているので，とくに引用して挙げたわけである。
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つぎに， 援助をなぜしなければならないか，援助政策の根源にかんする質問について
「報告書」はつぎのように表明している。すなわち， 「豊かな国でさえも，国内に深刻な
社会的，経済的問題を抱えているのに，なぜ富のる国はよその国を助けようとしなければ
ならないのであろうか。もっとも単純かつ明快な答えは，道徳的な答えである。すなわち
持てるものが持たざるものに分かつのは明らかに正しいことである」 (5ページ）。要する
に「報告書」では援助は道徳というのである。そして「道徳的な義務は，人々が属し，一
体視している国民集団の内部において特別な力をもって感じられているものである。よそ
の貧しい国々の必要に対する関心は，現代の新しい基本的な側面，すなわち，われわれは
世界という村に住んでいるということ，世界共同体に属しているということの認識の表明
である。」 (5ページ）そして，人々は国家共同体のみならず，世界共同体をますます意識
するようになってきている。とくに若い人々は人類の発展について一体感を持っており，
人間の動きや連帯の国際性の増大に気づいているように思われる」 (7ページ）。このこと
はふえんしていえばこうであろう。道徳は本来社会的なものである。すなわち， 1つの社
会あるいは共同体の内部においてのみ支配するものである。ところが，従来は 1国が1つ
の共同体であったが，いまや文明の進歩は世界を1つの共同体に拡大した。だから，「持て
のものが持たざるものに分かつのは正しい」という道徳は世界においても支配していると
いうのである。すでに，ティンバーゲンは援助のため「連帯性 (solidarity)」の原則は国
家内だけではなく，国際間においても適用されなければならないことを強調した。 (J.テ
インバーゲン，大来佐武郎訳「世界経済の形成」 1963年， 191ページ）「報告書」はこの連
帯性の原則をたんに国際間の道徳と見なしているのである。
3 
前述の基本姿勢にたって， 「報告書」は開発途上国の開発問題について8項目，約70に
わたる勧告を行なっている。以下，各項目別に紹介することにしよう。
第1は自由な，そして開発のために効果的な貿易の拡大である。自由な世界貿易が拡大
し，それによって開発途上国も十分な利益をうることが開発途上国の経済発展の前提条件
である。しかし，現状は必ずしもそのような条件を満たしていない。そこで，開発途上国
の一次産品の輸出については，とくにその商品が既開発国の商品と競合的でないばあいは
既開発国は関税や国内消費税を撒廃すべきである。競合的な商品のばあいは国際商品協定
の締結が必要である。また，輸出収入の不測あるいば慢性的な低下を処理するための補足
融資計画の検討が進められなければならない。開発途上国の製品・半製品の輸出について
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は， 1970年末までに非互恵的な特恵供与がなされるべきである。さらに，開発途上国間の
貿易も大巾に拡大されなければならない。そのためには各開発途上国は広範な相互関税譲
許協定について交渉すべきである。国際機関もこの開発途上国間の貿易拡大のために適し
た決済方法の研究を行なうべきである。地域開発銀行も，開発途上国間の資本財輸出を拡
大するために，輸出信用の融資を促進させる方法を検討する必要がある。これらの勧告は
第1回，第2回国連貿易開発会談における開発途上国側の輸出拡大にたいする主張を大体
要約したものといえよう。
第2は民間外資導入の促進である 民間外資は多種にわたっている。民間直接投資につ
いては，主として開発途上国側における投資環境の全般的改善，たとえば，行政手続の簡
略化等によって民間企業活動を妨げている要素を取り除くことが必要であろう。しかし，
民間外資導入にたいする過度の保護は，小規模で高コストの企業を誘置させることになり
不利益である。民間間接投資については，逆に既開発国側が国際収支上の理由等によって，
開発途上国の起債を制限しているばあいが多いが，それらの措置を撒廃することが必要で
ある。輸出信用については，過去において安易に受入れた結果，過大な債務の累績が生じ
ている。それは将来いっそう深刻化する懸念があるので，現在世銀等で検討中の「早期警
告制度」の創設が必要である。なお，民間外資の導入においても，世銀や国連工業開発機
構 (UNIDO)の助言や，国際金融公社 (IFC)やアジア民間投資会社 (PICA)の起債
仲介など，公私いずれにせよ国際機関の役割が重要である。また多くの開発途上国では道
路・学校・病院等のインフラストラクチュアーを建設するための政府援助が民間外資導入
の必要条件でもあり，刺激剤でもあるのが実情で，その意味でも政府援助の増大が必要で
ある。
第3は援助国と被援助国との緊密な協力である 援助の目的は前述のように，開発途上
国の経済開発のお手伝をし，成長を軌道に乗せることである。ここで「報告書」は1970年
代には開発途上国の成長率を6バーセントに引き上げることを掲げている。しかし，既開
発国がいかに援助を行なっても，それが浪費されてはこの目的に沿うことにならないであ
ろう。だから，他方において開発途上国側の自立のための真剣な努力が必要である。要す
るに，援助国，被援助国双方のあいだで緊密な協力が必要なのである。そのためには，助
言や協議や説得がなされる必要があるだろう。しかし，それが2国間でなされるばあいは
何かと摩擦をひき起すことが多い。したがって援助の実行や関連約束の年次審査を行なう
債権国会議（コンソーシアム）や協議グループ等の多数国グループの創設が必要である。‘
それについては，世銀あるいは各地域開発銀行が主導的役割をはたし，また必要な報告業
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務を行なう必要がある。
第4は援助量の増加である 開発途上国にたいする援助の必要量については，従来から
さまざまな研究・調査や，あるいは要求が行なわれてきた。それらの結果にしたがって，
援助量は既開発国のGNPの1パーセント以上に引き上げられる必要がある。これは遅く
とも1975年までに達成されなければならない。さらに，援助を文字通りの援助とするため
に，贈与ベースの政府援助を同じく GNPの0.7パーセントまでに引き上げられる必要が
ある。現在，各国の政府援助の実績がGNPの0.4パーセント程度であることからすると，
この目標の達成は容易なことではないが，遅くとも1980年までに達成されるべきである。
第5は累積債務を救済することである さきにも述べたように，多くの開発途上国は過
去の援助にたいする元利の支払い額が膨大な額に達し， 「債務の爆発」といわれる現象を
呈している。このため，債務再協定を行なうばあいは，健全な再建計画を前提とし，さら
に繰延べが必要とされないように配慮がなされる必要がある。そうした開発計画は前述の
ように債権国会厳で論議されることが望ましい。また，債務救済のための援助も正当な援
助と見なされなければならない。なお，輸出の成長率を年5パーセントとして，将来の債
務返済額を輸出額のせいぜい2割以内に落着かせるために，今後政府借款は金利2パーセ
ント以下，償還期限25ないし40年そして据置期間7ないし10年といったきわめて緩やかな
条件に改められる必要がある。これは第二世銀 (IDA)の条件に大体近いものである。
第6は援助行政を効率的にすることである ここで「効率的にする」というのは，主と
して執行手続上の理由によって援助の効果の低下が生じることを防ぐことをいう。それに
はいろいろなばあいが考えられる。まず，援助手続きの繁雑さが援助の効率の低下を妨げ
ている面がある。したがって，援助規制の統一化と，供与期間を最低3年間まで延長し，
そのうえ承認された援助額を数年間にわたって繰越しできるようにすることが必要であ
る。つぎにタイド（ひも付き）援助は，輸入価格をいちじるしく割高にしている。援助は
アンタイド化されなければならない。タイド援助を減少させ，防止させるために早急にタ
イド化によって生じる援助国の国際収支上の得失について調査を行ない，それにもとずい
て，援助国の国際会議を開催する必要がある。 （なお， 「報告書」は補論として，援助国
相互のアンタイド化のための 1つの組織を提案している）また，食椙援助は一般援助計画
のワク内で行なうようにすることによって，食屈援助のアンタイド化をはかることも必要
である。第3に現在主として行なわれている援助形式であるプロジェクト援助は，どうし
ても過大なプロジェクトが企画されるために，ロスが多い。したがつて，被援助国の発展
段階と必要度に応じた援助方式を採用するようにし，さらに，ノンプロジェクト援助（フ゜
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ログラム援助）を拡大する方向にもっていく必要がある。第4に技術援助として開発途上
国への技術者の派遣や，開発途上国の学生の留学援助等を挙げる。そして，技術援助を効
果的にするためには，技術援助と資本援助のより密接な一体化が必要であり，各種技術援
助の優先度の決定等にたいして，計画的な配慮がなされる必要がある。
第1は人口計画や教育・研究のための援助を強化することである 多くの開発途上国で
は人口の爆発的増加が経済発展を阻害している。それについては，既開発国の人口問題の
研究が開発途上国にたいする人口計画援助の前提条件でもあろう。また，人口問題につい
ては，近年，国連児童基金 (UNICEF)等の国際機関の動きが活発となってきているが，
そうした国際機関による家族計画の専門家の養成はとくに必要である。また，国際機関の
活動の重複をさけるために，国連に人口問題コミッショナーを創設する必要がある。世銀
は世界保健機構 (WHO)と協議して，産児制限にたいする指導や資金供与を行なうこと
も必要であろう。つぎに教育研究にたいする援助については，前述の技術援助と若干重複
する問題である。とくに，教育にかんしては，開発途上国の実情に適した新しい教育内容
や教育方法が研究される必要がある。また，開発途上国から既開発国へ「頭脳流出」とい
う逆流効果が行なわれているので，それを防ぐため，一定水準以上の現地教育機関におけ
る研究者・学習者に優先的に奨学金を与えることも必要であろう。研究にかんしては，開
発途上国にとって潜在的利益が大きいと考えられる分野，たとえば，農業や天然資源の利
用にかんする分野で，研究機関を現地に設けることが必要である。なお，既開発国もその
研究開発の一部を開発途上国に関連する問題に向けるべきである。
第8は多数国間援助による援助の強化と改善である ここで多数国間援助とは国連・世
銀グループ，あるいは各地域開発銀行等の国際機関による援助のことをいう。いままで，
多くの項目で述べたような種々の援助の強化や改善の方法はもちろん重要であるが，援助
にたいする世界的な組織化の問題はもっと重要である。また，多数国間援助の必要性につ
いては前述のいくつかの項目でもすでに指摘した。けれども，開発途上国にたいする援助
は主として2国間援助であって，多数国間援助は全援助の1割に過ぎない。そこで，既開
発国は1975年までに政府援助の20パーセント以上を多数国間援助に向けるべきである。こ
れによって多数国間援助は現在の5倍に増加することになるであろう。多数国間援助への
移行と援助の贈与化の必要性にともなって，第二世銀 (IDA)がとくに重要な役割りを
果すことになるであろう。したがって，第二世銀にたいする年出資金を現在の4億ドルか
ら1975年には15億ドルに増加させる必要がある。拠出は各国政府の贈与の形でなされてい
るが2国間借款の返済利子の一部や，今年配分された特別引出し権 (SDR)の一部をこ
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れにあてることも 1つの方法であろう。第二世銀の拡大にともない，援助の配分基準の明
確化が必要で，とくにそれは2国間援助の不平等を相殺する方向に向けられなければなら
ない。最後に，現在の世界においては， 2国間あるいは多数国間のおびただしい件数の援
助が行なわれている。しかし，それらの間の方向づけや，統一性を欠いているため，援助
の効果が減殺され，援助を世界共同体の結合力とする効果を弱めている。したがって，各
種の機構による援助の調整が必要であろう。こうした調整機構の創設について論じるため
に， 1970年中に，世銀等の多数国援助機関，地域開発銀行， 2国間援助の供与国， およ
ぴ，開発途上国の代表による国際会議が開かれるべきである。
以上で紹介したように， 「報告書」の各勧告は，具体的でかなりキメの細いものであり
そして，きわめて多岐にわたっている。しかし，基本的な提案を簡単に要約するとつぎの
ようにいうことができるであろう。まず，開発途上国の経済開発の前提条件として，自由
で開発に効果的な世界貿易の枠組と？相互に有利な民間投資の流れと，そして，援助国と
被援助国のあいだの緊密な協力が必要である。援助量については，既開発国のGNPの1
パーセント以上に，とくに，贈与ベースの政府援助をGNPの0.7バーセント以上に引き
上げることが必要である。政府援助重視はこの報告書の特徴であるが，それは開発途上国
の累積債務の救済も意図している。援助方法については，今後は，タイド援助をアンタイ
ド援助に，プロジェクト援助をプログラム援助に，そして，二国間援助を多数国間援助に
変えていくことを強調している。多数国間援助の増大もこの報告書の特徴であり，第二世
銀 (IDA)のような機関が増強がとくに望ましいと考えている。また，技術援助や人口
計画・教育研究にたいする援助等の広い意味の援助も重視している。これらのいずれも70
年代の戦略として，主として1975年までに実現されるよう勧告されている。
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最後に， 「ピアソン委員会報告書」の評価と問題点を指摘することにしよう。前項の各
勧告はなにも開発途上国側の要求書でもなければ， 開発途上国側の立場から作成された
ものでもない。さきに挙げたように8人中6人までが既開発国出身の委員からなる全く中
正な委員会によって作成されたものである。けれども，その勧告は，一見してあきらかな
ように，実に援助国側にきびしく，開発途上国側に有利な内容のものである。したがって
当然既開発国側は難色を示すであろうし，その実現は容易なものではないであろう。しか
しこれらの勧告は，さきに引用したように，われわれは世界という「村」に住んでおり，
持てる者が持たざる者に分つのは村の道徳であるというピアソン氏の援助哲学の必然の帰
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結であり，この立場から当然のことを述べたにすぎないということができよう。自己の理
想にできるかぎり忠実であろうとし，その立場から「模範解答」を作成したヒ゜ア‘ノン委員
会の誠実さにたいしてわれわれは深い敬意を表わさなければならない。しかし，それだか
らといって， 「報告書」に全然問題がないわけではない。なによりも大切なことは南北の
格差を早急に解消させることである。そじて開発を効果的に行うことである。この観点か
ら「報告書」について若干の問題点を指摘することにしよう。
第1は「報告書」の基本姿勢についてである。 「報告書」は道徳としての国際連帯性と
いう基本姿勢にたって，援助の贈与性を強調している。ところで，贈与すなわち，対価を
求めない純粋に一方的な資源の移動は市場メカニズムあるいは自由競争メカニズムと本来
相容れない性質のものである。これはいうまでもないことであるが，確認しておく必要が
ある。だから，贈与が資本主義国家間で行なわなければならないとすれば，何だかの形で
強制が必要とされるであろう。しかし，現在の国家間においては，そのような強制全行な
う権力の主体は存在していない。すなわち，世界政府は存在していないのである。したが
って， 「報告書」は権力による強制ではなく，道徳的な強制というぺき国際連帯の理念を
強調している。しかし，道徳的な強制は不確実であり，一定の限界を持っている。現在の
国際社会においては戦争すら消滅していないのである。援助のような各国の利害と大きく
関係する事項について，道徳的な強制がうまく行なわれるであろうか。 「報告書」がなん
となく迫力を欠いているのはこのためであろう。 「報告書」の主旨を効果的にするために
は，たとえば第二世銀を拡大発展させて強力な国際援助機構といったものを作るといった
プログラムをもっと詳細に描いてほしかったと思うのである。
第2は「報告書」の主旨に沿ってかりに国際援助機構のようなものができて，援助の国
際間の規制に成功するとしても，そこにはいくらでも「抜け穴」が存在していることであ
る。たとえば，援助はGNPの1バーセントと強制しても， リベリア向け船舶（便宣置国
船：事実上は既開発国の船主が所有）にたいする借款のようなものをふやすならば，それ
は事実上開発途上国にたいする援助にはならないであろう＿。これに類することはいろいろ
行なわれるかもしれない。また，借款の条件を緩和するかわりに，他の面で利権を要求す
ることも考えられる。タイド援助については，契約上タイデイングを規定していなくても
二国間援助のばあいは事実上行なわれることが通常である。たとえば；プロジェクト援助
や技術援助のばあいは特定の技術や規格の関係でどうしても援助国の製品やプラントによ
らなければならないであろう。多数国間援助によるばあいでも，その機構で発言力の強い
国のタイデイングが行なわれることは決して考えられないことではない。かっての世銀借
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款がそうであった。要するに， 1国内においても市場メカニズムの規制には多くの「抜け
穴」が存在するのである。いわんや国際間の規制はそれを防ぐことが困難であろう。また
「抜け穴」という表現は適切でないかもしれないが，援助わ規制は被援助国にも弊害をも
たらす。被援助国はいかに援助を多く獲得するか競争することになるであろう。たとえば
過大で現実性のないプロジェクトが策定される。• このように，•かりに国際援助機構のよう
なものができて，援助をいかに規制しても， 「抜け穴」や規制の弊害が生じて，援助が開
発に貢献しないばあいがしばしば生じるのである。
第3に，援助が贈与ということになれば，援助の負担や配分が公平になされることが必
要であるが，それはきわめて困難であるということである。通常援助国とは開発援助委員
会 (DAC)を構成する諸国を指す。そのなかには1人当たり所得が3,000ドル以上の国
から1,000ドル以下の国々まで，かなり格差のあるものが含まれている・。だから「報告書」
のように一律にGNPの1バーセントという負担は決して公平とはいえない。一方，援助
を要求している開発途上国のなかにも 1入当たり所得が援助国の下位のものに近い国もあ
．り，慨して開発途上国の富裕階純は援助国の一般市民と比べものにならぬほどの奢｛多な生
、活をしている。つぎに，援助の配分の基準に何におくかが問題である。 1人当たり所得の
低さに求めるとすれば人口の多い国が有利となるであろう。 「報告書」も指摘しているが
第二世銀はこの基準によったためその援助がインド・パキスタンに片寄ったと問題にされ
た (187ページ）。それら 2国は 1人当たり所得は低いが，工業化の度合は比較的高い。逆
に中近東やアフリカの一部では1人当たり所得は比較的高いが，経済開発という点ではは
るかに遅れている。このように，援助の配分の基準を1人当たり国民所得におくことは必
ずしも適正ではない。しかし，そうかといって，他にかわるべき基準も見い出されないの
が現状である。そのうえ， 1人当たり所得といっても，その前提となる国民所得の算定が
開発途上国ではきわめて不正確なものである。
第4は政府援助重視の考え方が，政府援助と民間援助のつぎの効果を見落していること
である。開発途上国の経済開発においては，企業家精神や合理性の普及といった非物質的
要素の役割の大きいことがしばしば指摘されている。民間直接投資は自由な企業体制の能
率性を開発途上国の国民にデモンストレートすることによって，こうした面での間接的援
助効果をもつ。しかも，同じことを政府が教育等で行なうよりもはるかにコストの安い方
法である。一方，政府援助は一般に非能率的で，政府と業界が強く癒着しているばあいは
特定の産業，あるいは企業を保護することになり，したがってとくに割高なタイデングを
もたらしている。また，そのためしばしば汚職をともないやすいのである。
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第5は， 「報告書」は技術援助・人口計画や教育研究にたいする援助を重視するが，そ
れらは開発に貢献するにしても，期待される即効性をもたないことである。たとえば，技
術援助といっても，開発途上国側にそれを受けることができる程度の知的水準があること
が要求されよう。そのためには教育の普及が先決である。人口計画にたいする援助につい
ても同様のことがいえよう。ところで，教育の普及は非常に時間のかかる仕事である。そ
のうえ，多くの開発途上国ではまず教師の養成から始めなければならないであろう。 「報
告書」の予定している1970年代にはとてもその効果が期待できないのである。
第6は多くの開発途上国では封建的な土地制度，前近代的な因習，宗教，あるいは部族
の対立といった経済開発以前の問題が存在していてそれらを取り除くことが経済開発のな
によりの前提条件であるが， 「報告書」はそれらにたいする対策についてなにも触れてい
ないことである。もちろん， 「報告書」はそれら非経済的な要因を無視しているわけでは
ないであろう。しかし，政治・宗教・社会制度あるいは慣習等の改革をまず行ない，その
うえで経済開発を行なうというのではなく，経済開発を進めれば，非経済的な面はおのず
と改革されると考えているようである。どうであろうか。第2次大戦後開発途上国にたい
して多額の援助がなされたが，それが必ずしも成功しなかった原因の大きな1つは，こう
じた非経済的な要因の根強さではなかろうか。社会制度の改革にたいする勧告をもう少し
取り上げてほしかったと思うのである。
以上「報告書」の基本姿勢と勧告についていくつかの問題点を指摘してみた。そのほか
内容にかんすることではないが，基本姿勢と勧告が必ずしも一致しない点があり，並列さ
れた勧告にも多少不統一と重複が見られないこともない。• この点もう少し構成上の配慮が
望まれた。なお，最初に述ぺたように，原著はまだ手許にないが，原著のコヒ°ーを，先日
アジア経済研究所米田公丸氏のご好意により見ることができた。原文はきわめて平易な英
語で書かれており，学生諸君の演習テキストとしても好適であると思われる。訳文も原著
の文体を生かして，実に読みやすい。ただ，債権国グループとコンソーシアムというふう
にところによっては違った訳語が使われている個所が少数見受けられた。 （日本経済新聞
社，昭和44年12月刊， AS判， xii+314ペー ジ， 1,300円） —山本繁綽-
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